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１　目的 

本要項は、令和７年度に実施した巌流島観光拠点化基礎調査業務の結果を踏まえ、今後の巌

流島整備に関する基本構想を取りまとめるにあたり、プロポーザル方式によって受託事業者を

選定するためのものです。なお、作成した基本構想は市ホームページ等で公開します。 

 

２　業務概要 

（１）業務名　　巌流島観光拠点化基本構想作成業務 

（２）業務場所　下関市 

（３）履行期間　契約締結日の翌日から令和９年３月２６日まで 

（４）業務内容　巌流島観光拠点化基本構想の作成及び必要な調査等の付帯業務 

　　　　　　　　（本募集時点で想定している基本構想に盛り込む内容及び留意事項等は巌流島

観光拠点化基本構想作成業務仕様書を、契約条件に関する詳細は別添資料

（契約書雛形、特記仕様書等）（以下、「市基準等」といいます。）を参照

してください。なお、実際の仕様書は受託候補者選定後の協議により決定し

ます。） 

（５）提案上限額　￥１２，０００,０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

上限額を超えた提案は失格となります。また、提案上限額は契約予定額ではありませ

ん。契約金額は候補者との仕様協議後に、所定の手続きを経て決定します。 

 

３　本募集に係るスケジュール（予定） 

（１）公募実施の公告日 　　　令和８年８月　３日（月） 

（２）参加申込書の提出期限 　令和８年８月２１日（金）まで 

（３）参加資格審査結果通知 　令和８年８月２８日（金）までに発送 

（４）質問の受付期間 　　　　令和８年８月　３日（月）から令和８年８月２１日（金）まで 

（５）質問に対する回答 　　　令和８年８月２８日（金）まで 

（６）提案書提出期限 　　　　令和８年９月１８日（金）まで 

（７）プレゼンテーション 　　令和８年９月下旬 

（８）選定結果通知 　　　　　令和８年９月下旬 

 

４　参加資格 

次の①から⑧までの要件を満たす法人その他の団体（以下「団体」という。）又は複数の団

体で構成する共同事業体での応募とし、個人での応募は受け付けません。 

なお、単独で応募する団体は、他の共同事業体の構成員となることはできません。また、１

の団体が複数の共同事業体の構成員となることもできません。 

① 法人税、法人市・県民税、事業税、消費税、地方消費税その他の租税及び労働保険料を滞
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納していないこと。 

② 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）による再生手続又は会社更生法（平成１４年法

律第１５４号）による更生手続中でないこと。 

③ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、本市におけ

る入札参加を制限されていないこと。 

④ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体でないこと。 

⑤ 過去２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていないこと、又は是正勧告を受けた

ことがある場合にあっては、応募時において当該是正勧告に対する必要な措置の実施につ

いて労働基準監督署に報告済みであること。 

⑥ インボイス制度における適格請求書発行事業者として登録を受けていること。ただし、当

該施設の業務が消費税課税取引に該当しない場合又は当該施設の特性上、利用者がインボ

イスを必要としない消費者や免税事業者、簡易課税制度適用事業者のみに限られることが

明確な場合は、この限りでない。 

⑦ 共同事業体の場合には、構成するすべての団体が①から⑥までに掲げる資格を満たしてい

るとともに、次に掲げる条件を満たすこと。 

イ　応募時に、構成する全ての団体による「共同事業体協定書」を提出すること。 

ロ　契約候補者に選定されたときは、市と契約を締結する時までに、代表団体及び全ての

構成団体の責任分担を明確に定めた組合契約を締結し、その組合契約書の写しを市に提

出すること。 

⑧ 平成２７年１月１日以降において、受注者として類似する業務を行い、引き渡した実績が

あること。 

 

５　参加申込方法・提出書類等 

（１）提出書類 

　　①　申込書（様式第１号） 

②　申込資格を有していることを証する書類 

　　　・定款又は寄附行為の写し及び登記簿の謄本（法人以外の団体にあっては、会則等） 

　　　・法人等（共同事業体にあっては、全ての構成員）の納税証明書 

③　団体の経営状況を説明する書面 

　　　・組織の概要、経営状況の判断及び業績見通し、貸借対照表、損益計算書、利益処分に関

する書類、財産目録等 

④　共同事業体結成届出書（様式第２号）（共同事業体による応募の場合のみ） 

⑤　類似業務の実績（任意様式） 

（２）提出部数 
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　　　正１部、副６部（副は、複写可） 

（３）申込書等の配布 

　　　申込みに必要な書類は、下関市のホームページからダウンロードしてください。なお、紙

での配布を希望される方は、②問い合わせ先までご連絡ください。 

① 配布期間 

　　　 令和８年８月３日（月）から令和８年８月２１日（金）まで 

　　　 （紙での配布は土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

② 問い合わせ先 

　　　 山口県下関市南部町１番１号 

　　　 下関市観光スポーツ文化部観光施設課 

　　　　電話　０８３－２３１－１８３８ 

　　　　FAX　０８３－２３１－１８４７ 

　　　　E-mail　sgshiset@city.shimonoseki.yamaguchi.jp 

（４）申込受付期間 

　　　提出書類は、①提出期間（②提出時間）に③の提出窓口まで持参してください。持参以外

の方法による提出はできません。また、提出期間終了後は、提出書類の変更及び追加はでき

ません。 

    ※　提出期間終了後に、申込資格に関する未提出書類があった場合、申込資格無しとします

ので、十分ご確認のうえ提出をお願いします。 

①  提出期間 

　　　　令和８年８月３日（月）から令和８年８月２１日（金）まで 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

　　②　提出時間 

　　　　午前９時から午後４時３０分まで（正午から午後１時までの間を除く。） 

　　③　提出窓口 

　　　　（３）②　問い合わせ先と同じ 

　　　　※混雑時は書類確認のため、お待ちいただくことがあります。 

（５）募集要項等に関する質問方法 

　　①　受付期間 

　　　　令和８年８月３日（月）から令和８年８月２１日（金）まで 

　　　　午後５時必着 

　　②　受付方法 

　　　　募集要項等の配布資料について質問がある場合は、「質問書（様式第３号）」を５

（３）②の【問い合わせ先】へ電子メールにより提出してください。電話、来訪等口頭に

よる質問はできません。 
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　　③　回答方法 

　　　　受け付けた質問については、参加を申し込まれた全団体に対して随時電子メールにより

一斉に回答いたします。 

（６）参加資格審査の結果通知 

①　通 知 日　令和８年８月２８日（金）までに発送 

参加申込書を提出したにもかかわらず、参加資格審査結果の通知（様式第４号）がない

場合は、お手数ですが、令和８年８月２８日（金）１７時までに事務局に電話でご確認く

ださい。 

②　通知方法　電子メール（参加申込書に記載のE-mailアドレスへ送付） 

　　③　そ の 他　参加資格審査の結果について、当該通知日の翌日から起算して７日以内に、

書面（任意様式）にて市に説明を求めることができるものとします。 

 

６　提案書作成方法等 

（１）記載項目　提案書はＡ４用紙１０枚以内（両面可、縦横自由）とし、以下の内容を記載し

て下さい（順番は自由）。なお、Ａ３用紙を使用する場合はＡ４サイズに折りた

たんでください。 

①　業務の実施体制及び、その特徴 

②　基礎調査結果から考えられる課題と、構想作成に当たっての考え方 

③　想定する基本構想の構成や重点項目、及びその考え方（巌流島観光拠点化基本構想作成

業務仕様書「５　基本構想に盛り込む内容」と異なる構成でも構いません。） 

④　関係者等とのヒアリング・サウンディングの実施方法、実施範囲及び、その理由等 

⑤　その他特筆事項等 

⑥　見積額 

（２）提出部数　６部、併せてＰＤＦデータをＣＤ－Ｒで提出してください。 

（３）提出期限　令和８年９月１８日（金）１６時３０分 必着 

（４）提出方法　持参又は郵送 

なお、郵送の場合は、受け取り日時及び配達されたことが証明できる方法によることと

し、郵便事故等については、市はその責めを負わないものとします。 

（５）提出先　５（３）②　問い合わせ先と同じ 

 

７　審査方法 

（１）審査方法・評価基準 

提案にかかる審査は、本市が設置した審査委員会が提案内容の審査を行い、別紙１評価基

準に基づき評価を行います。 
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（２）プレゼンテーション 

公募参加者は、提案内容について以下のとおりプレゼンテーションを行ってください。 

①　内容 

提案書記載事項に関する内容のみとします。関連する資料等の提示は可能です。 

②　日時及び場所 

令和８年９月下旬に実施予定です。詳細は提案書を提出した公募参加者（以下、「プレ

ゼンテーション参加者」という。）に別途お知らせします。 

③　機材 

スクリーン及びプロジェクターは本市で準備します。それ以外の必要な機材はプレゼン

テーション参加者にて持参・準備してください。電源及び音響装置（マイク、スピーカー

等）は会場のものを使用できるものとします。 

④　出席者 

現地参加する出席者は、説明に必要な最小限の人数としてください。リモートでの参加

も認めますが、最低１人は現地参加し、通信環境、機材、ソフトウェア等はプレゼンテー

ション参加者にて準備してください。 

⑤　その他 

①　プレゼンテーション後、審査委員からのヒアリングを行います。 

②　録音、録画を含むプレゼンテーションの記録は禁止とします。 

（３）候補者の選定 

①　最高得点者を候補者とし、随意契約の交渉を行います。ただし、その者と合意に至らな

い場合又は候補者としての資格を失った場合には、次点の者を候補者とします。 

②　最高得点者が同点で２者以上あった場合は、別紙１評価基準の「提案内容に係る評価項

目」の得点が高い者を候補者とします。「提案内容に係る評価項目」も同点の場合は、審

査委員長が候補者を選定することとします。 

 

８　選定結果について 

選定結果は、候補者の選定後に全てのプレゼンテーション参加者に電子メールにより通知し

ます。 

また、選定結果通知書を発送した日の翌日以降に、次の項目を本市のホームページ（入

札・契約・登録 > 業務委託等の部屋（上下水道局を除く） > プロポーザル情報）に公表し

ます。 

・所管課及び業務名 

・企画提案者数 

・候補者の名称及び総合点 
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９　契約の締結について 

（１）契約内容の協議 

本業務の契約内容は候補者決定後、提案書、募集要項、巌流島観光拠点化基本構想作成業

務仕様書及び市基準等を参考に、市と候補者が協議して決定することとします。提案書に記

載された内容がそのまま契約内容となるものではありません。 

市は、候補者と当該業務の仕様等について協議を行った上で見積書の提出を求め、契約を

締結します。 

（２）再委託の範囲 

業務の全部又は主要部分を一括して第三者に再委託することはできません。 

（３）個人情報 

業務の実施に際しては、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の規

定に基づきこれを適正に取り扱うものとします。 

 

１０　情報公開 

市は、提出された提案書等について、下関市情報公開条例（平成１７年２月１３日条例第１

６号）の規定による請求に基づき、第三者に開示することができるものとします。 

ただし、法人等の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報は非開示となる

場合があります。 

また、本公募による契約締結前において、公正又は適正な候補者選定に影響するおそれがあ

る情報については契約締結後に開示するものとします。 

 

１１　その他 

（１）　提出書類の取扱い 

①　提出された書類は返却しません。 

②　提出後の訂正、差し替えは、市から指示があった場合を除き認めません。 

③　提出された書類は、本公募における候補者選定以外の目的では使用しません。 

④　提出された書類は、選定作業、報道発表、議会対応等において必要な範囲で複製する

場合があります。 

 

（２）　本公募に係る費用については、全て参加希望者及び公募参加者の負担とします。やむを

得ない理由により本公募が中止された場合においても、それまでに要した費用を本市に請

求することはできません。 

（３）　参加申込書の提出後に本公募への参加を辞退する時（選定後に辞退する時も含む。）

は、提案辞退届（様式第５号）を提出してください。 

（４）　次の事項のいずれかに該当する公募参加者は失格とします。 
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①　４の参加資格要件を満たさなくなった場合 

②　提出書類に虚偽の記載があった場合 

③　提出書類に不備があり、期限までに修正できない場合 

④　募集要項に示した提出期限、提出方法、提出先、記載上の留意事項等の条件に適合し

ない書類の提出があった場合 

⑤　選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

⑥　正当な理由なくプレゼンテーション開始時間までに会場に来なかった場合 

⑦　上限額を超える提案を行った場合 

（５）　提案は、１公募参加者につき１のみとし、複数提案した場合は、その全てを無効としま

す。 

（６）　提案書の著作権は、当該提案書を作成した者に帰属するものとしますが、当該業務の契

約相手方となった者が作成した提案書については、市が必要と認める場合には、市は事前

に通知することにより、その一部又は全部を無償で使用することができるものとします。 

（７）　公募参加者は、本公募の実施後、不知又は内容の不明を理由として、異議を申し立てる

ことはできないものとします。 

（８）　手続において使用する言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨に限ります。 

（９）　本要項は公告日から施行し、本業務の契約締結をもってその効力を失うものとします。 

 

１２　事務局 

本公募における事務局は以下のとおりです。 

下関市観光スポーツ文化部観光施設課　担当：小宮 

〒750-8521山口県下関市南部町１－１（市役所本庁舎東棟１階） 

TEL：083-231-1838　FAX：083-231-1847 

電子メール：sgshiset@city.shimonoseki.yamaguchi.jp 


